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○除却の必要性
に係る認定 

14 件 （※) 

 
うち、買い受
け計画の認定 

4 件 ― 

○検討中案件 34 件 ― 

（※）14 件の内訳 
⚫ マンション敷地売却制度活用

6 件 
- マンション敷地売却制度
決議可決済み済み 4件 
- 検討中 2 件（うち容積率
緩和 1件） 

⚫ 建て替え制度活用 5件 
- 建て替え決議可決済み 2
件（うち容積率緩和 2 件） 
- 検討中 3 件（うち容積率
緩和 2件） 

⚫ 耐震改修 1件 
⚫ 幅広く検討中 2 件 

マンション管理士吉田総合事務所通信 
２０１９年（令和元年）５月２５日 

第 00066号（隔月発行） 
 

 

編集／発行者：吉田総合事務所 

住所：柏市豊四季２５５－５－５０９ 

電話：０４－７１００－２０２５ 

URL:www.mankan-builkan.com 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支
払
い
再
開
も
「ア
ウ
ト
」 

敷
地
売
却
が
建
て
替
え
上
回
る 

昨
年

 １１ 
月 

現

在 

 １４ 
件
が
「
要
除
却
認
定
」 

管

理

費

滞

納

で 

 ５９ 
条

競
売
請
求 

裁
判
資
料
に
よ
れ
ば
、

こ
の
区
分
所
有
者
は
２
０

１
２
年
９
月
ご
ろ
か
ら
管

理
費
等
を
滞
納
。
管
理
組

合
は
１
５
年
、
管
理
費
等

の
支
払
い
を
求
め
て
提
訴

し
、
同
年
４
月
勝
訴
判
決

を
得
た
。
判
決
で
は
元
本

約
６
８
万
５
０
０
０
円
と

弁
護
士
費
用
約
２
２
万
円

に
加
え
、
遅
延
損
害
金
の

支
払
い
が
命
じ
ら
れ
た
。 

翌
１
６
年
、
確
定
判
決

を
債
務
名
義
と
し
て
管
理

組
合
は
強
制
競
売
に
着

手
。
強
制
競
売
開
始
決
定

に
こ
ぎ
着
け
た
が
、
買
い

受
け
可
能
価
額
が
優
先
債

権
の
見
込
み
額
に
満
た
な

い
「
無
剰
余
」
と
な
り
、

競
売
を
取
り
下
げ
た
。
１

７
年
に
は
不
動
産
執
行
に

踏
み
切
っ
た
が
、
執
行
不

能
に
終
わ
っ
た
た
め
、
同

年
１
１
月
、
臨
時
総
会
で

「
５
９
条
競
売
」
を
可
決

し
１
８
年
５
月
、
東
京
地

裁
に
提
訴
し
た
。 

区
分
所
有
者
は
臨
時
総

会
の
１
カ
月
ほ
ど
前
か
ら

毎
月
管
理
費
等
を
収
め
る

よ
う
に
な
り
、
今
年
１
月

の
口
頭
弁
論
終
結
時
点
ま

で
毎
月
の
支
払
い
を
継
続

し
て
い
る
。
こ
の
時
点
で

の
滞
納
金
額
は
、
遅
延
損

害
金
・
弁
護
士
費
用
を
除

き
約
１
３
６
万
円
だ
っ

た
。 法

廷
で
区
分
所
有
者
は

「
第
三
者
か
ら
５
０
０
０

万
円
の
返
金
が
見
込
ま
れ

て
お
り
そ
れ
で
返
済
す

る
」「
こ
れ
以
上
滞
納
し
な

い
よ
う
近
時
は
管
理
費
等

を
支
払
っ
て
い
る
」
な
ど

と
訴
え
、
争
う
構
え
を
見

せ
て
い
る
。 

判
決
で
鈴
木
裁
判
官
は

ま
ず
、
管
理
費
等
の
滞
納

は
区
分
所
有
法
６
条
１
項

の
「
区
分
所
有
者
の
共
同

の
利
益
に
反
す
る
行
為
に

当
た
る
」
と
認
定
し
た
上

で
、
強
制
競
売
や
強
制
執

行
が
不
発
に
終
わ
っ
た
経

緯
を
考
慮
。
管
理
費
等
の

滞
納
に
よ
る
「
区
分
所
有

者
の
共
同
生
活
上
の
障

害
」
は
著
し
い
と
評
価

し
、
競
売
以
外
の
方
法

で
は
障
害
を
除
去
し
て

共
同
生
活
の
維
持
を
図

る
こ
と
は
困
難
だ
と
結

論
付
け
た
。 

区
分
所
有
者
に
滞
納

額
を
返
済
す
る
だ
け
の

資
産
は
な
い
、
と
判
断

し
た
。 

「
近
時
は
管
理
費
等

を
支
払
っ
て
い
る
」
と

の
主
張
に
対
し
て
は

「
支
払
い
は
続
け
て
い

る
も
の
の
、
滞
納
分
の

支
払
い
に
充
て
る
こ
と

の
で
き
る
資
産
は
保
有

し
て
い
な
い
し
、
自
ら

の
収
入
等
か
ら
資
金
を

調
達
で
き
る
見
込
み
も

な
い
」
と
、
退
け
た
。 

「
第
三
者
か
ら
の
返

金
の
見
込
み
が
あ
る
」

な
ど
の
点
に
つ
い
て
は

具
体
的
な
裏
付
け
資
料

は
何
ら
提
出
さ
れ
て
お

ら
ず
、
訴
訟
提
起
か
ら

口
頭
弁
論
終
結
時
に
至

る
ま
で
資
金
調
達
が
実

現
し
て
い
な
い
点
か
ら

「
今
後
も
実
現
可
能
性

は
乏
し
い
」
と
一
蹴
し

て
い
る
。（
マ
ン
シ
ョ
ン

管
理
新
聞
１
１
０
０

号
） 

４
月
２
９
日
の
団
地

再
生
検
討
会
で
示
さ
れ

た
ま
と
め
案
で
は
「
改

修
・
建
て
替
え
に
次
ぐ
マ

ン
シ
ョ
ン
の
再
生
手
法

と
し
て
マ
ン
シ
ョ
ン
敷

地
売
却
制
度
の
対
象
を

拡
大
す
べ
き
と
の
声
が

あ
る
」
と
し
、
マ
ン
シ
ョ

ン
建
替
え
円
滑
化
法
上

の
「
除
却
認
定
」
実
績
を

明
ら
か
に
し
て
い
る
。 

ま
と
め
案
に
よ
れ
ば
、

昨
年
１
１
月
現
在
「
要
除

却
認
定
」
を
受
け
た
マ
ン

シ
ョ
ン
は
全
国
で
１
４

件
。
検
討
中
案
件
は
３
４

件
に
上
っ
た
（
下
表
参

照
）。 

１
４
件
中
、
検
討
中

２
件
を
含
む
６
件
が
敷

地
売
却
制
度
を
活
用
し

て
い
る
。
う
ち
４
件
で

は
買
い
受
け
計
画
の
認

定
を
受
け
て
い
た
。
い

ず
れ
も
東
京
２
３
区
内

の
マ
ン
シ
ョ
ン
で
築
年

数
は
３
９
年
～
５
４

年
。
戸
数
は
１
１
～
３

４
戸
。
敷
地
面
積
は
約

「返済能力なし」と判断 

２
２
０
平
方
㍍
～
約
９

０
０
平
方
㍍
。 

建
て
替
え
を
選
択
し

た
の
は
検
討
中
３
件
を

含
め
て
５
件
と
、
敷
地

売
却
が
建
て
替
え
を
上

回
っ
て
い
る
。 

残
る
３
件
の
う
ち
１

件
は
耐
震
改
修
で
対

応
、
２
件
が
「
幅
広
く

検
討
中
」
だ
と
し
て
い

る
。（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

新
聞
１
１
０
１
号
） 

 

3/4東京地裁 

建替え円滑化法 

長
期
間
に
わ
た
っ
て
滞
納
し
て
い
た
管
理
費
等
の
支
払
い
を
再
開
し
た
区
分
所
有
者
に
対
す
る
「
５
９
条

競
売
」
の
可
否
が
争
わ
れ
た
裁
判
の
判
決
が
３
月
４
日
、
東
京
地
裁
で
あ
っ
た
。
鈴
木
友
一
裁
判
官
は
「
滞

納
分
の
支
払
い
に
充
て
る
こ
と
の
で
き
る
資
産
は
保
有
し
て
い
な
い
」
と
判
断
し
、
管
理
組
合
の
請
求
通
り

区
分
所
有
法
５
９
条
に
基
づ
く
競
売
と
管
理
規
約
に
基
づ
く
弁
護
士
費
用
約
３
６
万
円
の
支
払
い
を
認
め

る
判
決
を
言
い
渡
し
た
。
判
決
は
確
定
し
て
い
る
。 

管
理
組
合
が
勝
訴 

損害金含む 
未 払 い 金 

制 度 実 施 状 況 

www.mankan-builkan.com
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編集後記： 

国土交通省は、管理組合や区分所有者の分譲マンション管理の実態を把握するための調査を約 5 年に一度行って

いまが、平成 30年度調査の結果をとりまとめこの程（平成 31年 4月）公表しました。その中でマンション居住

者の永住意識は、過去最高の 62.8％となり、前回調査（平成 25 年）より 10.4％高くなっています。また、世帯

主の高齢化も進展し、70才代以上の割合は 22,2%と前回（平成 25年）より 3.3％増えています。これらから分か

るように分譲マンションの永住意識（終の棲家）、高齢化が急速に進んでいることが分かります。（吉田） 

付
帯
業
務
駐
車
場 

台
数
減
Ｏ
Ｋ 

既
存
分
譲
マ
ン
シ
ョ

ン
に
お
け
る
「
駐
車
場

余
り
」
問
題
を
受
け
東

京
都
は
、
都
条
例
で
定

め
た
付
置
義
務
が
あ
る

駐
車
場
台
数
を
緩
和
す

る
場
合
の
認
定
基
準
等

を
整
理
し
、
市
街
地
建

築
部
長
名
で
、
都
内
の

特
定
行
政
庁
建
築
主
務

部
長
宛
て
に
３
月
２
５

日
付
で
通
知
し
た
。 

マ
ン
シ
ョ
ン
内
の
駐

車
場
が
利
用
さ
れ
て
い

な
い
場
合
、
基
準
を
ク

リ
ア
す
れ
ば
、
都
の
条

例
で
義
務
付
け
ら
れ
た

敷
地
内
駐
車
場
の
台
数

を
減
ら
す
こ
と
が
可
能

に
な
る
。
都
の
駐
車
場

条
例
で
は
、
既
存
建
築

物
に
対
し
て
利
用
実
態

に
応
じ
た
付
置
義
務
の

緩
和
を
認
め
て
い
る

が
、
既
存
マ
ン
シ
ョ
ン

に
お
け
る
同
規
定
の
運

用
を
、
今
回
「
技
術
的

助
言
」
と
し
て
具
体
的

に
定
め
、
通
知
し
た
。 

通
知
で
は
既
存
分
譲

マ
ン
シ
ョ
ン
の
駐
車

場
に
つ
い
て
、
居
住
者

の
高
齢
化
や
自
動
車

保
有
に
対
す
る
意
識

変
化
等
に
伴
い
「
利
用

率
が
低
下
し
て
い
る
」

と
分
析
。
そ
の
一
方
、

付
置
義
務
を
満
た
す

た
め
に
設
置
さ
れ
る

ケ
ー
ス
が
多
い
機
械

式
駐
車
場
に
対
し
「
安

全
対
策
の
強
化
や
定

期
的
な
保
守
点
検
の

実
施
に
伴
い
維
持
管

理
費
用
の
負
担
が
マ

ン
シ
ョ
ン
管
理
上
の

課
題
に
な
っ
て
い
る
」

と
指
摘
し
て
い
る
。
こ

の
た
め
利
用
実
態
に

応
じ
た
駐
車
施
設
の

維
持
管
理
が
可
能
に

な
る
よ
う
、
設
置
義
務

が
あ
る
駐
車
場
台
数

を
緩
和
す
る
際
の
基

準
を
提
示
し
た
、
と
し

て
い
る
。 

付
置
義
務
が
あ
る

駐
車
場
台
数
を
減
ら

す
こ
と
が
で
き
る
の

は
、
既
存
駐
車
場
の
利

用
実
績
が
付
置
義
務
の

あ
る
駐
車
場
台
数
を
上

回
っ
て
い
な
い
、
既
存
駐

車
場
を
撤
去
す
る
部
分

に
つ
い
て
、
敷
地
の
利
用

計
画
が
関
係
法
令
に
適

合
し
て
い
る
、
な
ど
と
い

っ
た
条
件
を
満
た
し
て

い
る
ケ
ー
ス
（
表
に
認
定

基
準
の
抜
粋
）
。 

管
理
組
合
は
、
都
が
作

成
し
た
「
駐
車
場
管
理
運

営
計
画
」
等
に
必
要
事
項

を
記
入
し
、
特
定
行
政
庁

に
事
前
協
議
を
申
請
す

る
。
協
議
で
基
準
を
ク
リ

ア
し
て
い
る
、
と
判
断
さ

れ
れ
ば
事
前
協
議
は
終

了
し
、
管
理
規
約
や
使
用

細
則
の
改
正
を
行
っ
た

後
、
正
式
な
申
請
を
行

う
。
「
技
術
的
助
言
」
に

は
、
管
理
規
約
や
使
用
細

則
の
改
正
例
も
提
示
さ

れ
て
い
る
。 

「
技
術
的
助
言
」
は
都

の
「
マ
ン
シ
ョ
ン
ポ
ー
タ

ル
サ
イ
ト
」
で
閲
覧
で
き

る
。（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

新
聞
１
１
０
３
号
） 

利
用
率
低
下
受
け 

認
定
基
準
等 

整
理
し
通
知 

要
件
緩
和
認
め
る 

東京都 
ア  既存駐車場の利用実績が、基準台数を上回っていないこと 

① 区分所有者と管理組合の駐車場使用に係る契約の管理台帳（過去３年間程度）から確認できる居住者用駐車場
の最大利用実績台数と荷さばき、外来者用等の既存共用駐車場の台数の合計が基準台数未満であること 

② 荷さばき、外来者等の自動車による路上駐車違反の実態がないこと 
イ  駐車場管理運営計画において適切な駐車施設が確保されること 

① 駐車場管理運営計画において、居住者用駐車場の種別ごとに、最大利用実績台数および最大利用予定台数を上
回る必要台数の駐車場が計画されていること（最大利用予定台数は、区分所有者の意向調査等を基に算定す
るものとする。また、計画される駐車場の台数には、現行条例に規定する車室の規模の基準に適合する駐車
場を算入するものとするが、既存駐車場を存続させる場合は、当該駐車場の台数をすべて算入可能とする） 

② 荷さばき、外来者用等の共用駐車場が撤去されないこと 
③ 既存駐車場を撤去する部分について、跡地の利用計画が関係法令に適合していること 
④ （略） 

ウ  管理組合により駐車場が適正に管理されること 
① 駐車場管理運営計画に基づく駐車場の管理や使用を担保するため、管理規約（当該規約に基づく細則を含む）

に、以下の内容が規定されていること 
⚫ 管理組合による駐車場の管理… i（略）ii 居住者用駐車場の使用者は管理組合が選定し、不適切な使用

があった場合は、駐車場の使用を停止すること iii （略）iv 管理組合は、居住者用駐車場の利用状況
を随時把握し、記録を作成すること（３年間保存） 

⚫ 駐車場使用の制限… v 居住者用駐車場は、原則として、区分所有者以外の使用を禁止すること vi（略） 
⚫ 駐車場使用状況の検証… vii・viii（略） 

エ  分譲マンション以外の部分については、原則、条例の規定通りの駐車台数を確保すること 
① （略）  

認定にあたっての留意点（抜粋） 

付置義務駐車台数の緩和により、付置が不要となった居住者用駐車場を撤去せずに、外部に貸し出す場合は、上記
（２）の認定基準ウに加え、当該駐車場の位置をその他の駐車場と区分し、別々に管理することを管理規約に規定
することを認定要件とする 

主 な 認 定 基 準 
 


